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次なる１００年に向けて 
 
標準を制する者が市場を制する。グローバルな経済活動を妨げる国境の

壁が低くなり、市場が世界単一化しつつある中で、いかに優れた製品を作

ろうとも、その製品が世界標準に合致していなければ、あるいは世界標準

そのものでなければ、市場を獲得できない時代になった。ＷＴＯ協定はこ

れを制度的に裏打ちし、各国の標準を国際標準に整合させることを義務付

けている。こうして「標準化」の意義は著しく変容し、互換性を確保した

り最低限の品質を保証するといった旧来の意義を超えて、企業が事業戦略

を構築する上で重要不可分な要素となったのである。 
我が国は、明治維新以来、あるいは戦後の復興期を通じ、欧米の優れた

制度や工業標準を導入し、それらを巧みに活用することによって迅速な近

代化と工業化を成し遂げてきた。しかし、日本自身が世界の産業大国とな

り、我々を取り巻く競争環境が激変した今も、その成功モデルから抜けき

れていないのではないだろうか。依然としてルールや標準は外から取り入

れ、それに上手に適応していけばよいとする態度が習い性になっていない

だろうか。国際標準を作る場面での日本の存在感はなお乏しいままである。 
ルールや標準は利害関係者によって作られる。スポーツのルールでさえ

そうであるように、誰しも自分の国や企業に有利な土俵を作ろうとする。

欧州や米国は、早くから市場戦略と標準戦略を一体として捉え、国際標準

化をリードし、市場を獲得する手段として活用してきた。近年では、中国

や韓国も、国際標準戦略を構築しつつある。一人我が国が受身の対応では、

競争力の深刻な桎梏となりかねない。 
また、国際標準作りは、世界の公共財を作るという一面を併せ持つ。我

が国が国際社会における規範の形成に汗をかき、存在感を高めるという観

点からも、国際標準化活動の強化は重要である。この意味で国際標準化を

主導することは、我が国のソフトパワーの強化でもある。 
さらに、イノベーションの成果を産業として結実させる観点からも国際

標準化は重要である。いかに巨費を投じて開発された優れた新技術であっ

ても、国際標準化に失敗すれば市場を獲得できず、イノベーションは無に

帰することとなる。 
折しも本年は、我が国の「国際標準化参画１００年」に当たる。本総合

戦略の下に官民を挙げて国際標準化の意義を改めて認識し、次の１００年

を国際標準化の新たな世紀とすべく踏み出していくこととしたい。 
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〈概要〉 

（１） 総合戦略の必要性 

＜環境の変化＞ 

○ 世界市場の一体化 
経済のグローバル化の加速化により、世界の市場は一体化しつつあ

り、共通の標準が必須となってきている。 
○ WTO/TBT協定の成立 

WTO/TBT 協定（貿易の技術的障害に関する協定）では、国際標
準を国内標準の基礎として用いることが義務づけられている。 

○ 特許権を含む国際標準の増加 
先端技術分野を中心に、特許権を含む国際標準が増加し、研究開発、

知財、国際標準の一体的推進の重要性が増している。 
○ 対象分野の拡大（マネジメント規格等の出現） 

ISO9001(品質マネジメント)や ISO14001(環境マネジメント)など
の新しいタイプの規格の出現が、企業活動に多大な影響を与えてい

る。 
○ 諸外国の戦略的な標準化活動 
欧州、米国、中国や韓国も、国際競争力強化の観点から、国際標準

への戦略的取組を強めている。 

 
 

我が国も戦略的な対応が必要 

 
 

総合的な国際標準戦略の立案 

（今年は「国際標準化参画１００年」） 
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（２） ３つの目標 

国際標準化への取組の強化により以下の目標を達成する。 

 

１．イノベーションを促進する 

国際標準により、技術革新の成果を社会に還元し、イノベーション

の促進につなげる。 

 

２．国際競争力を強化する 

我が国の先進的技術を国際標準化し産業競争力を強化するととも

に、不適切な国際標準化を防止し、国際貿易の促進を図る。 

 

３．世界のルール作りに貢献する 

国際標準化により、社会に役立つ技術の普及と、環境・安全・福祉

の向上を促し、世界に貢献する。 
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（３） ５つの戦略 

１．産業界の意識を改革し、国際標準化への取組を強化する 
経営者の意識改革、企業の組織体制の強化を図るとともに、多様

な国際標準化スキームの戦略的活用を促進するなど、企業の国際

標準化活動への自主的な取組を強化する。 

２．国全体としての国際標準化活動を強化する 
国際標準化機関における議長・幹事の積極的引受や環境・安全・

福祉等の分野における取組の強化により国際的な貢献を果たす。

また、 国の研究活動と国際標準化活動を一体的に推進し、国全体
としての国際標準化活動を強化する。 

３．国際標準人材の育成を図る 
国際標準化経験者の知識とノウハウの活用、大学等における標準

化教育の充実により、次世代の国際標準化人材を育成する。あわ

せて顕彰制度の充実やキャリアパスの確立により、国際標準化活

動に対するインセンティブを高める。 

４．アジア等の諸外国との連携を強化する 
国際標準化活動におけるアジア・太平洋地域の連携強化のための

「アジア・太平洋標準化イニシアチブ」を策定するとともに、中

国・ 韓国との協力を推進する。 

５．国際標準化のための環境とルールを整備する 
より公平でオープンな国際標準化システムの実現に積極的に貢献

するとともに、国際標準化に関連する知的財産の取り扱いルール

を明確化するなど、国際標準化のための環境とルールを整備する。
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〈国際標準総合戦略〉 

第１章 産業界の意識を改革し、国際標準化への取組を強化する 

１．経営者の意識を改革する 

1995年の WTO/TBT1協定の発効以後、(１)諸外国による国際標準化への
戦略的取組、(２)先端技術分野を中心とした事前標準の広がり、(３)知的財
産を含む国際標準の増加、(４)デジタル化の進展による産業構造の変化な
ど、国際標準化を取り巻く環境は、めまぐるしく変化している。国際標準

の重要性が一層高まっているだけでなく、その目的や内容にも質的な変化

が見られ、これまで標準化によるビジネスへの影響が薄いと考えられてい

た分野においても国際標準化への積極的取組が必要となってきている。 

今後、我が国の産業競争力を維持・向上していくためには、企業の経営

者が、標準化に対する伝統的な理解にとらわれず、国際標準を経営上の重

要ツールとして戦略的に活用するという認識を持ち、社内の取組強化にお

いて指導的役割を果たすよう、その意識改革を促進していく必要がある。 

（具体的取組） 
○ 企業の経営者層を対象に、国際標準戦略に関する閣僚等主催の懇談会や
シンポジウムを開催し、具体的な事例を挙げて、経営者の国際標準に関

する理解の増進を図る。 
○ 国際標準のビジネスへの影響をわかりやすく記載した、国際標準化に関
する成功及び失敗事例集を作成し、国際標準に関する戦略的取組の重要

性の啓発に努める。 
○ 日本経団連や工業会などの団体に対し、団体内部における様々な活動を
通じ、企業の経営者や幹部に対する啓発活動を強化することを促す。 

 
２．企業の組織体制を強化する 

企業における国際標準化は、国際標準の獲得自体が目的ではない。国際

標準を活用して自社に有利にビジネスを展開するためには、（１）何を対象

にどのレベルまで標準化するか（又はしないか）、（２）そのための有利な

標準化のスキームは何か（デジュールか、フォーラムか）、（３）自社の知

                                            
1 WTO/TBT 協定(貿易の技術的障害に関する協定): 加盟国の国内規格等において、
関連する国際規格を基礎として用いるべきことを義務付けている。 
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的財産をどのように活用すべきかなど、研究開発戦略、知的財産戦略、事

業戦略も踏まえた総合的な判断が必要となる。 

そのような判断は、具体的な国際標準化活動に参加する個々の技術者に

求めるべき性格のものではない。本社機能としての専門の担当部署や組織

による判断がなされるべきであり、国際標準化に関する企業内の組織体制

の強化が必要である。 

（具体的取組） 
○ 一定規模の研究開発能力を有する企業については、その企業全体として
の国際標準化戦略を決定するとともに、個々の国際標準化活動に対する

助言と管理を行う国際標準化活動の統括部署や組織の設置を促す。 
 
３．多様な国際標準化スキームを活用する 

国際標準の重要性の高まりとともに、（１）フォーラム標準の広がり、（２）

CEN2等の地域標準機関や ECMA3等を通じたファースト・トラック制度の

活用、（３）IEEE、ASME、ASTM4等の米国を基盤とする標準化機関の台

頭、（４）工業会による意見調整を介さない個別の企業による国際標準化活

動、（５）現地法人を活用した国外での活動強化など、国際標準の策定スキ

ーム及びその対応戦略が多様化している。 

また、気候や技術インフラの違いに基づく複数の要求事項を一つの規格

へ組み込むことを許容する国際市場性（Global Relevance）といった考え
方や、製品の多様化に対応するための性能規格といった考え方も定着して

きている。 

これらの手法にはそれぞれメリット・デメリットがあり、全ての分野に

適応可能な単一の処方箋が存在する訳ではない。企業や大学の関係者には、

国際標準化活動が複雑化する中、その全体図が見えにくく、どのように国

際標準化を進めたら良いかがわからないとの声もある。多様な国際標準化

スキームの戦略的な活用の促進と、そのための環境作りが必要である。 

 
                                            
2 CEN(欧州標準化機構): CENELEC(欧州電気標準化委員会)、ETSI(欧州電気通信標
準化機構)と並ぶ欧州の地域標準化機関の一つ。 

3 ECMA: 情報通信技術と家電品に関する国際標準化を行う国際団体。当初、ヨーロ
ッパ電子計算機工業会として設立されたが、現在は世界各地に会員企業を有する。 

4 IEEE(米国電気電子学会),ASME(米国機械学会),ASTM(米国材料試験協会): いず
れも米国を基盤とする学会や団体であるが、国際的な標準化活動を展開している。 
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（具体的取組） 
○ 企業や産業界に対し、工業会を通じた国際標準化の他、企業の直接参加、
現地法人の活用、フォーラム標準やファースト・トラック制度の活用な

ど、固定概念にとらわれずに、種々の国際標準化スキームを戦略的に活

用することを促す。 
○ 企業や産業界の戦略的取組を支援するため、多様な国際標準化スキーム
について、具体的な取組事例を含め、そのメリット・デメリットを解説

した国際標準化のガイドラインを策定する。 
 
４．国際標準における知的財産の活用を図る 

特許権を含む国際標準が増加する中、国際標準に関し、特許のロイヤリ

ティを支払う側となるか、受け取る側となるかでは、市場における競争力

において大きな差を生じることとなる。 

自社技術の国際標準化には、自社技術の普及が促進される反面、当該技

術が非競争領域化する（後発企業の参入が促進される）というトレードオ

フ関係が存在する。特に先端技術分野においては、自社技術を標準化しつ

つ、市場における競争優位を確保するため、特許権等の自社の知的財産を

適切に活用することも考慮する必要がある。 

（具体的取組） 
○ 企業に対し、国際標準化の方向性を踏まえた国際的な特許権の取得と、
その適切な活用を促す。 

 
５．産業界自身によるアクションプランの策定と実行を促す 

国際標準化活動は、企業の事業戦略と密接に関連する活動であり、国際

標準化活動の強化においては、産業界の自主的な取組が欠かせない。 

また、国際標準化活動においては、個々の産業分野におけるビジネスの

実態を踏まえた戦略が必要であり、その実態を最も良く認識しているのは

産業界自身であると言える。本総合戦略を踏まえ、産業界が自主的なアク

ションプランを策定し実行することが望ましい。 

（具体的取組） 
○ 日本経団連や各工業会などの産業界に対し、各企業との連携を図りつ
つ、国際標準化活動に関する自主的な「アクションプラン」を策定・実

行し、積極的に国際標準化活動を推進することを促す。 
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６．マネジメント分野における標準化の動きに適切に対処する 

品質に関する ISO9001、環境に関する ISO14001など、いわゆるマネジ
メント分野の標準は、全産業分野にわたって大きな影響を及ぼす。 

現在、我が国の企業は ISO9001 等の取得と維持のために多大なコスト
を要しており、今後、マネジメント分野において不適切な標準化がなされ

ることのないよう、その必要性の是非も含め、我が国としても積極的に議

論に参画し、適切な対応を図る必要がある。 

しかし、これらのマネジメント分野の標準は、分野横断的であるが故に、

個別の企業・工業会での対応が困難との事情がある。 

（具体的取組） 
○ 品質、環境、企業の社会的責任（CSR）、事業継続計画（BCP）などの
マネジメント分野における標準化の動きを注視し、必要な情報を産業界

等の関係者に迅速に提供可能な体制を整備する。 
○ 日本経団連をはじめとする産業界に対し、個別の企業・工業会で対応で
きないマネジメント分野における標準化の問題に協力して取り組むよ

う促す。 
 
７．産業界の自主的活動を促す支援策を強化する 

国際標準化活動の中心的担い手は産業界ではあるが、我が国における国

際標準化活動の活性化は、我が国消費者の利益や、個々の企業の利益を越

えた我が国産業界全体の利益など、日本全体の国益に通じるものでもある。 

また、国際標準化活動では様々な経験的知識が要求されるところ、経験

の乏しい企業や工業会が、新規に国際標準化活動に参加しようとした場合

のハードルが高いのも事実である。産業界の自主的活動を促す支援策の強

化が求められている。 

（具体的取組） 
○ 国際標準化支援センター等を通じた支援策を強化し、新任国際幹事の活
動支援など、新規参入の促進と将来の自立を促す人材育成型の支援策を

拡充する。 
○ 国際会議参加費用等の助成手続きなど、政府の支援を受けるための手続
きを簡素化するとともに、その柔軟な適用を可能とする。 
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○ 国際標準化活動の戦略的な進め方について情報提供とアドバイスを行
うワンストップの相談窓口を整備する。 

○ 産業界に対し、国際標準化会議の日本開催の積極的な誘致を促すととも
に、会議運営ノウハウの提供など会議開催のための支援を拡充する。 
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第２章 国全体としての国際標準化活動を強化する 

１．国の研究活動と国際標準化活動を一体的に推進する 

民間企業における研究開発は、実際の製品やサービスに直接関連するも

のが多く、研究開発の段階から、将来の国際標準化を視野に入れた一体的

な取組が必要であることは言うまでもない。 

一方、近年では、国費を原資とする研究活動においても、研究成果の社

会的還元が重視されるようになってきている。国際標準化は、研究開発成

果を広く社会に普及するための重要なツールであり、研究成果の国際標準

化が望める分野においては、国際標準化を視野に入れた研究計画の立案が

推奨されるべきである。 

また、国際標準の活用により、国費による研究の成果を我が国産業の国

際競争力の向上につなげることも、国の研究開発成果の社会還元として重

要である。国の研究活動と国際標準化活動を一体的に推進することが必要

である。 

（具体的取組） 
○ 国の研究開発評価に関する指針等において、国際標準化に関する取組
を、国費原資の研究プロジェクトの事前、中間及び事後評価における評

価項目として明確に位置づける。 
○ 国際標準の獲得により我が国産業の発展が望める分野に対し、重点的に
研究資金の配分を行うとともに、企業に対しても同様の取組を促す。 

 
２．国際議長・幹事を積極的に引き受ける 

国際標準の策定における国際議長・幹事が果たす役割は、非常に大きい。

国際標準化の議論においては、人的繋がりや過去の貢献度に対する評価が、

発言力に大きな影響を与えるため、特定の問題が生じてから慌てて取組を

開始しても、思うように対処できないことも多い。国際議長・幹事の積極

的引き受けなど、常日頃の貢献が重要である。 

我が国の国際社会への貢献及び国際標準化活動における発言力の確保と

いう観点からは、我が国全体としての国際議長・幹事の引き受け数も重要

である。ISO、IEC 等における日本の幹事引受数は着実に増加しているも
のの、依然我が国の経済規模や技術力に見合った十分なものとは言えない。

国際議長・幹事の積極的な引き受けを引き続き推進すべきである。 
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（具体的取組） 
○ 研究成果の市場展開を加速するため、2015 年までに我が国が欧米諸国
に比べても遜色なく国際標準化をリードできるようにする。 

○ 産業界や学会に対し、日本の国際社会への貢献及び日本の発言力の強化
という観点から、今後も国際議長・幹事を積極的に引き受けるよう働き

かけを続ける。 
○ 各工業会や企業に対し、国際議長・幹事を引き受けた者に対して、適切
な評価を与え、産業界全体として支援する仕組み作りを促す。 

 
３．環境・安全・福祉等の分野で世界に貢献する 

環境・安全・福祉等の社会的ニーズに対応するための分野は、一部の例

外を除き、産業界による標準策定のインセンティブが働きにくく、政府や

公的機関による取り組みの期待される分野である。 

ユニバーサルデザインやアクセシビリティなどの国際標準化における日

本の取組は、これまでも国際的な評価を得てきており、日本の国際貢献と

いう観点からも、これらの分野における積極的な取組を継続していく必要

がある。 

（具体的取組） 
○ 環境・安全・福祉など、産業界による標準策定のインセンティブが働き
にくい分野における国際標準化活動において、政府、独立行政法人型研

究機関、大学による取組を強化し、国民福祉の向上と国際社会への貢献

に努める。 
○ 我が国産業界全体の利益に繋がるなど、公共財として広く利用される国
際標準策定に関して、産業界における研究開発成果の国際標準化を促進

する。 
 
４．省庁間の連携を強化する 

デジュール標準を扱う国際標準化機関は、ISO、IEC、ITU 等の複数の

組織に分かれており、それらを所管する国内の省庁も、経産省や総務省な

ど複数の省庁に分かれている。しかしながら、実際の企業活動や国際標準

化活動は必ずしもこのような分け方に沿っている訳ではなく、特に多数の

フォーラム標準化団体が設立され、国際標準化のスキームが多様化するな

かで、政府の対応を一元化して欲しいという民間からの要望は多い。また、

企業の社会的責任(CSR)やリスク管理等、産業所管省庁の枠を越えた新た
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な国際標準化も検討されており、政府として統一的な対応を図るため、関

係省庁の連携を強化する必要がある。 

（具体的取組） 
○ 関係省庁の連携による新たな国際標準対応体制の構築に向け、関係省庁
合同の検討協議会を設置する。 

 
５．国際標準化に関する情報収集の充実を図る 

国際標準化をとりまく環境は、常に変化しており、今後、我が国が、国

際標準化に関する政策を適切に展開していくためには、国際標準化に関す

る国際的な動向及び我が国の取組の現状を体系的に把握する必要がある。 

しかしながら、現状では、ISO、IEC、ITU の各機関にわたる統一的な

統計は存在せず、それぞれの機関内であっても経年変化の比較が困難であ

る場合も多い。フォーラム標準に関するデータの不足は更に深刻であり、

体系的かつ継続的な国際標準化に関する情報収集の充実が必要である。 

（具体的取組） 
○ 国際標準化に関する国際的な動向及び我が国の取組の現状を体系的に
把握し、適切な政策を展開するため、フォーラム標準に関する情報も含

め、国際標準化に関する体系的かつ継続的な情報の収集と、その幅広い

活用を図る。 
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第３章 国際標準人材の育成を図る 

１．次世代の国際標準人材を育成する 

国際標準人材には、技術的知識に加え、特許に関する知識、語学力や交

渉力、長期の標準化活動による人脈等、多様な知識と経験が必要とされる。 

近年、国際標準人材の高齢化と若手人材の育成の遅れを懸念する声が高

まっており、経験者の貴重な経験を若手に伝え、次世代の国際標準人材を

育成することが急務となっている。 

また、優秀な国際標準化人材の育成には、社員の評価・処遇において、

国際標準化活動を重視するとともに、長期的なキャリアパスが示されるこ

とが重要である。 

（具体的取組） 
○ 国際標準化活動の経験者を講師として活用し、次世代の国際標準人材を
育成するための「国際標準人材育成塾（仮称）」を創設する。 

○ 企業に対し、国際標準人材に求められる多様な経験と知識、国際的な信
頼獲得等の観点から、国際標準化に携わる人材の適切な評価・処遇と、

長期的なキャリアパスの確立を促す。 
 
２．国際標準人材間のネットワークを構築する 

国際標準化活動には、国際会議の進め方や交渉術、他国代表との人脈作

りなど、技術分野・産業分野を超えて共有できる知識や経験が多い。技術

分野・産業分野の垣根を越えて、国際標準化活動の経験やノウハウを共有

し、活用できる仕組み作りが必要である。 

また、国際標準化の方向性について、その分野のキーパーソンである特

定の人物の果たす役割は大きく、海外のキーパーソンとの協力関係の構築

も重要な課題である。国内外における国際標準人材間のネットワークの構

築が必要である。 

（具体的取組） 
○ 日本国内の国際標準人材が、産業の枠を越えて交流し、情報交換とネッ
トワーク作りをする機会を拡充する。 

○ 産業界に対し、国際シンポジウムの開催などを通じ、国内外の国際標準
人材のネットワーク強化を促す。 
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３．大学等における標準教育を充実させる 

国際標準に関する知識は、国際標準化活動に直接携わる者だけに必要な

知識ではない。効率的かつ戦略的な研究開発活動を推進していくためには、

全ての技術者が国際標準に関する基本的な知識を備える必要がある。 

また、近年の事前標準の増加により、標準化を意識した技術開発や特許

化活動が一層重要となっており、企業の技術者だけでなく、知財担当者や

弁理士にとっても国際標準化の知識は欠かせないものとなってきている。

大学、企業等における基礎的な標準教育の充実を図る必要がある。 

（具体的取組） 
○ 理系学部を中心に、広い範囲の学生が国際標準の基礎を学ぶことを奨励
し、そのためのモデル教材の開発と普及を図る。 

○ 各企業、日本知的財産協会、日本弁理士会に対し、企業の技術者、知財
担当者、弁理士を対象とした、国際標準に関する基礎的研修を実施する

ことを促す。 
 
４．顕彰制度を充実する 

国際標準化活動に取り組む個人・企業・団体に、適切な評価とインセン

ティブを与えるととともに、国際標準の重要性に対する認識を高めるため

に、顕彰制度の充実が必要である。 

特に、企業や大学内において国際標準化活動に携わる者の地位向上の観

点が重要であり、国際標準化に貢献した個人の表彰とともに、その活動を

積極的に支援した企業（経営者）や大学等をあわせて表彰するなどの工夫

が必要である。 

（具体的取組） 
○国際標準に対する認識を高めるため、（１）国際標準化に関する顕彰の格

上げ、（２）国際標準化に貢献した個人とその活動を支援した企業（経

営者）や大学等の同時表彰など、国際標準化に関する顕彰制度を充実さ

せる。 
 



 17

第４章 アジア等の諸外国との連携を強化する 

１．「アジア・太平洋標準化イニシアチブ」を推進する 

ISO等の国際標準化機関においては、一国一票の投票で国際標準が決定
されることから、アジア・太平洋諸国との連携など、諸外国との協力関係

が欠かせない。 

アジア・太平洋地域には、PASC（太平洋地域標準会議）や ASTAP（ア
ジア・太平洋電気通信標準化機関）など、国際標準化に関する協力を目的

とした地域的枠組みが存在している。しかし、アジア・太平洋諸国の大半

は、国際標準化活動の経験が乏しく、また、アジア・太平洋諸国間での技

術レベルの格差も大きい 

アジア・太平洋諸国における国際標準化活動のレベルを引き上げると共

に、これまでの協力体制を強化し、国際標準案の共同提案など、アジア・

太平洋地域が国際標準化をリードするための基盤整備に向けた中長期的戦

略が必要とされている。 

（具体的取組） 
○ アジア・太平洋地域における（１）国際標準化活動の水準引き上げ、（２）
人的ネットワークの強化、（３）国際標準案の共同提案等を柱とする「ア

ジア・太平洋標準化イニシアチブ」を策定し、その推進に取り組む。 
 
２．中国や韓国との協力を推進する 

中国、韓国は、地理的・経済的に我が国と密接な関係を有し、近年の技

術的・経済的発展も著しい。両国は、国際標準化活動においても、活発な

提案活動を展開しており、我が国が国際標準化活動を展開していく上で、

中国や韓国との協力は重要である。 

（具体的取組） 
○ 中国や韓国の標準化機関との情報交換や、国際標準の共同提案など、中
国や韓国との協力関係を強化し、共通の理解のもとに国際標準化活動を

推進する。 
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第５章 国際標準化のための環境とルールを整備する 

１．より公平でオープンな国際標準化システムの実現を目指す 

WTO/TBT協定には、「国際標準」及び「国際標準化機関」の定義規定が
おかれていないため、これらの定義をめぐってこれまでも様々な議論がな

されてきた。 

特に、米国は、ISO、IEC、ITU といった代表的な国際標準化機関の多

くが欧州を拠点としているのに対し、IEEE、ASTM などの米国を拠点と
する団体も、十分な透明性・開放性・公平性を備えており国際標準化機関

としての資格を有するとの主張を続けている。 

また、ISO、IEC等の国際標準化機関と、CEN、CENELEC等の地域標
準化機関や ECMA、IEEE等の有力標準化団体との連携強化は、国際標準
策定プロセスの迅速化という利点をもたらす一方、ファースト・トラック

制度を利用した国際標準化には、その原案策定プロセスの透明性が不足し

ているとして批判を受けているケースも生じている。我が国としてもより

公平でオープンな国際標準化システムの実現に向けて積極的に貢献する必

要がある。 

（具体的取組） 
○ WTO/TBT協定の実施や運用の改善等に関する議論に積極的に参画し、
より公平でオープンな国際標準化システムの実現に積極的に貢献する。 

 
２．知的財産の取り扱いルールを明確化する 

特許権を含む国際標準の増加に伴い、国際標準化における特許等の知的

財産の取扱いルールの明確化の要請が高まっている。 

例えば、ISO、IEC、ITUのトップレベルの協力会議である WSC（世界
標準協力）では、パテントポリシーのハーモナイゼーションが議論されお

り、それ以外にも、RAND 条件の合理性の判断基準や、必須特許の鑑定、

特許権によるロイヤリティの配分等、様々な問題が指摘されている。 

（具体的取組） 
○ 国際標準に関連する知的財産の取り扱いルールの明確化と国際的な調
和を推進するとともに、日本企業の取得した知的財産が海外において適

切に保護されるよう、諸外国への働きかけを強化する。 
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〈参考〉 

１．国際標準を巡る環境変化 

（１）デジタル化、モジュール化、ネットワーク化の進展 

標準化の目的は、計量単位や試験方法の統一などの基盤整備、品質・安

全性の確保、互換性確保による利便性の向上や市場の拡大、仕様の統一に

よるコストダウンや調達の容易化など様々である。特に、情報通信の分野

においては、標準化による相互接続性・相互運用性の確保は、本質的な問

題である。 

近年の科学技術の発達により、標準化の機能の重要性が増すとともに、

その目的や内容にも質的な変化がもたらされた。製品や技術の高度化・複

雑化に伴い、自社だけで製品に必要な全ての技術をまかなう囲い込み型の

ビジネスモデルから、オープンな分業型のビジネスモデルへの転換が進ん

だ。デジタル技術の発達は、部品のモジュール化と組合せを容易にし、こ

の傾向が一層強まるとともに、それらの部品を組み合わせるためのインタ

ーフェースを規定する標準の重要性が一層高まった。 

その一方で、モジュール化された基幹部品が大量に流通することにより、

それらの部品を組み合わせた製品の構築が容易となったため、組み立てコ

ストの勝負では途上国との競争に勝てなくなるという事態も生じている。

標準化活動を行うにあたっては、単に自社技術を標準化するだけではなく、

何をどこまで標準化し、その上で、如何に他者との差別化を行っていくの

か、ビジネス全体を考えた戦略的な取組が重要になってきている。 

また、様々な分野でネットワーク化が進展し、標準化への戦略的な取組

の必要な分野が拡大している。例えば、情報家電やホームネットワーク、

ITS（高度道路交通システム）など、従来スタンドアロン型と考えられて
いた白物家電や自動車等の分野においても、ネットワーク化への対応が必

要となり、標準化と無縁ではいられなくなってきている。 

 
（２）知的財産を含む標準の増加 

従来、知的財産権の中でも排他的独占権としての性質を有する特許権と、

技術の普及を目的の一つとする標準とは、相対立するあるいは相矛盾する

概念として捉えられることも多く、かつては、標準には特許権を含まない、



 20

あるいは、特許の無償開放を前提とするのが常識であった。 

しかし、技術の進歩が急速に進む中、先端技術分野においては、特許技

術を排除した標準化は、事実上不可能となってきている。大規模な基盤整

備が必要とされる情報通信分野だけでなく、例えば次世代 DVD の標準化
に見られるように、次世代技術の標準を定めた後に実際の製品開発を行う

事前標準の考え方がさまざまな分野に広がってきており、特許権を含む標

準が常識化しつつある。 

制度面においても、標準に関連するパテントプールに対する独占禁止上

の考え方の整理や、国際標準化機関におけるパテントポリシーの統一に向

けた議論が進み、国際標準における知的財産権の取り扱いが明確化されつ

つある。国際標準化は協調的な作業であり、特許権の濫用は無論許されな

いが、今後は、知的財産権を適切に確保した上で、国際標準化活動を行う

との考え方が重要である。 

 
（３）WTO/TBT 協定の成立 

市場のグローバル化の一層の進展により、国際競争力を確保するための

ツールとしての国際標準の重要性が高まっている。特に 1995 年の
WTO/TBT 協定（貿易の技術的障害に関する協定）の発効により、加盟国
は、関連する国際標準を国内標準や技術基準（強制規格）の基礎として用

いることが義務付けられたため、国際標準の重要性が飛躍的に高まった。 

 WTO/TBT 協定には、「国際標準」及び「国際標準化機関」の定義規定はおか
れていないが、国際標準の策定を行う代表的な国際標準化機関は、ISO（国際
標準化機構）、IEC（国際電気標準
会議）、ITU（国際電気通信連合）の
３つである。ISO は最大の国際標準
化機関であり、IECの担当する電気
技術分野、ITU の担当する通信分

野を除く全ての分野をカバーしてい

る。ITU の内部では、ITU-R（無線
通信部門）が無線通信技術の標準

化を、 ITU-T（電気通信標準化部
門）が主として有線通信技術の標準

化を担当している。なお、ITU の策

定する標準は「勧告」と呼ばれる。 

WTO/ＴＢＴ協定 

 WTO 設立協定の附属協定の一つであり、強制

規 格 (Technical Regulations) 、 任 意 規 格

(Standards) 、 適 合 性評価手続 (Conformity 

Assessment Procedures)が国際貿易の不必要

な障害となることの防止を目的としている。 

 WTO/TBT 協定では、加盟国が強制規格、任

意規格、適合性評価手続を必要とする場合におい

て、関連する国際規格が存在する場合には、その

国際規格を、それらの基礎として用いることが義

務付けられている。(2.4 条、5.4 条、附属書３ F

項) 
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表１： 主な国際標準化機関 

ITU（国際電気通信連合） 
ISO IEC 

ITU-R ITU-T 
 

国際標準化機

構 
国際電気標準

会議 
無線通信部門 電気通信標準

化部門 
対象 
分野 

電気、通信を除

く全分野 
電気技術分野 無線通信技術

分野 
有線通信技術

分野 
規格数 15,649規格※１ 5454規格※１ 約 1250規格 約 3000規格 

設立年 
1926年:ISA設立 
1947年:ISOへ改組 

1906年 1865 年:万国電信連合設立 
1932 年:ITU へ改組 

会員数 
正会員 100 
準会員 47 

計 147※２ 

正会員 51 
準会員 14 

計 65※２

加盟国 191 
企業会員 650以上※３ 

 ※１：2006 年 1 月現在 ※２：2005 年 2 月現在 ※３：2006 年 9 月現在 

 
（４）諸外国の戦略的な標準活動 

国際標準の重要性の高まりに伴い、欧州や米国は、国際標準を、国際市

場における競争力確保のための重要な手段として位置付け、戦略的な取組

を行っている。欧州は、早くから標準化の問題に取り組み、欧州の地域標

準化機関を通じた国際標準化機関との強い連携や、一国一票の投票制度に

おける票数の優位性などを背景にデジュール標準の分野で強みを発揮して

いる。米国は、従来から、その市場競争力を背景に、デファクト標準やフ

ォーラム標準の分野で支配的な力を有していたが、WTO/TBT 協定の成立
を受け、近年、ISOにおける幹事国の引受数を大幅に増やすなど、デジュ
ール標準への取組を急速に強化し

ている。 

中国や韓国も、積極的に国際標

準案の提案を行うなど、国際標準

化への取組を強化している。特に

中国は、技術標準の形成を国家科

学技術計画の重要な目標と位置付

けており、研究開発と標準化の一

体的推進や、中国の技術標準の国

際標準化を積極的に推進している。 

標準の種類 

①デジュール標準 

公的標準。公的で明文化され公開された手続きに

よって作成された標準。 

②フォーラム標準 

関心のある企業等が集まってフォーラムを結成

して作成した標準。 

③デファクト標準 

事実上の標準。個別企業等の標準が、市場の取捨

選択・淘汰によって市場で支配的となったもの。
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（５）フォーラム標準の増加 

フォーラム標準は、関心のある企業同士がフォーラムを結成して作成す

る標準であり、デジュール標準に比べ、迅速・柔軟な標準化が可能なため、

特に技術の変化の激しい先端技術分野において、近年、活発に利用される

ようになっている。 

 ISO、IEC、ITU等の国際標準化機関も、各種フォーラムとの連携を強
化しており、実質的な標準案の作成はフォーラムで行い、その結果を国際

標準化機関においてそのままデジ

ュール化するケースも増えている。

ECMAのように、ファースト・ト
ラック制度を活用した迅速な国際

標準化を売り物とする団体も登場

しており、既存の枠組みにとらわ

れず、目的に応じた適切な国際標

準化手法を選択することが、国際

標準化を有利にすすめる上で重要

になってきている。 

 
（６）ＩＳＯの活動範囲の広がり（マネジメント規格の出現） 

1987 年に発行した品質マネジメント規格である ISO9000 ファミリ以降、
ISOでは、環境に関する ISO14000シリーズ（1996年発行）、情報セキュ
リティに関する ISO27000 シリーズ（2005 年発行）など、組織における
マネジメントという新たな領域における標準化に活動を広げてきた。 

ISO9001は、2005年末の審査登録件数が全世界で約 78万件に上るなど、
最も成功した ISO規格とも言われている。しかし、その一方で、我が国の
企業は、欧州主導で策定された ISO9001 の取得と維持のために多大なコ
ストを負担しているとの現状もある。マネジメント分野の規格は、全産業

分野の企業活動に多大な影響を与えるものであり、不必要あるいは不適切

な標準が策定されることのないよう、適切な対応を図る必要がある。 

現在、組織の社会的責任(SR)や事業継続計画(BCP)などの分野における
検討が行われているが、ISO9001 や 14001 のような第三者認証の導入の
必要性については、慎重な対応が必要である。 

ECMA International 

 情報通信技術と家電品に関する標準化を行う

国際団体。当初、欧州のコンピュータメーカを中

心に設立されたが、現在は世界各地に会員企業を

有し、通常会員の約半数を日本企業が占めてい

る。ECMA は、ISO/IEC とカテゴリ A リエゾン

関係を結んでおり、ファースト・トラック制度を

利用して、ISO/IEC に対し国際標準案の直接提案

が可能である。ECMA の資料によれば、これま

でファースト・トラック制度により策定された標

準の８割以上が ECMA からの提案によるものと

されている。 
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２．各国の国際標準戦略 

（１）欧州 

欧州は、域内の市場統合という政策目標の実現のため、域内の標準や技

術基準（強制規格）を統一し、域内貿易の障害を無くすことを目指した。

このため、標準政策への取組が、早くから活発に行われてきた。 

１９８５年の理事会決議にもとづくいわゆる「ニューアプローチ」では、

製品の安全性等に関する必須要求のみが、製品分野毎に出される EU指令
（ニューアプローチ指令）により定められ、必須要求を満たす具体的な技

術仕様は、欧州の地域標準化機関が策定する任意規格に委ねるという仕組

みが採用されている。なお、欧州の地域標準化機関としては、CEN（欧州
標準化機構）、CENELEC（欧州電気標準化委員会）、ETSI（欧州電気通信
標準化機構）があり、それぞれ ISO、IEC、ITUに対応する分野の標準化
を担っている。 

また、EU は、標準化が欧州企業の競争力強化に重要な役割を果たすと

の認識の下、国際標準化活動も戦略的に展開している。欧州には、ISO、
IEC、ITU の本部が全て欧州（ジュネーブ）に存在するという地理的な優
位性に加え、一国一票の投票制度下では、EU加盟国だけでも 25票を有す
るという数の強みがある。地域標準化機関を介した国際標準化機関との強

い連携も欧州の国際標準戦略における強みの一つであり、ISO と CEN、
IEC と CENELEC の間には、それぞれウィーン協定、ドレスデン協定と
呼ばれる協力協定が結ばれている。 

 2004年 10月には、「欧州の政策及び法規の枠組みにおける欧州標準化
の役割」に関する報告が欧州委員会によってとりまとめられ、これを受け

た 2004年 12月の欧州理事会の結論文書では、①欧州法規等における欧州
標準のより広範な活用、②欧州標

準の効率性、一貫性、可視性の向

上、③グローバル化した世界にお

ける欧州標準のプロモーション等

がさらなる措置として提案された。

更に、2006 年 4 月には、欧州理
事会の求めに応じ、これらの措置

を実施するための「欧州標準化ア

クションプラン」が欧州委員会に

よって策定・公表されている。 

欧州標準化アクションプラン 

 欧州委員会の報告「欧州の政策及び法規の枠組

みにおける欧州標準化の役割」を実施するための

具体策として、2006 年 4 月、欧州委員会によ

って公表された行動計画。 

 サービス、防衛、ICT（情報通信技術）、ナノテ

ク等 17 の分野の具体策の他、欧州標準化活動の

効率性・一貫性・透明性の向上、欧州標準化シス

テムの国際的な普及等の国際化への挑戦につい

ても、行動主体、タイムテーブルを明示した上で、

具体的行動を列挙している。 
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（２）米国 

米国では、自国内における巨大な市場と、中南米やアジア諸国などの海

外市場への積極的進出を背景に、「市場メカニズム」を重視する傾向が強い。

このため、米国では、ISO、IEC、ITU 等の国際標準化機関で策定される

デジュール標準よりも、市場における競争力を反映したデファクト標準や

フォーラム標準が重視されてきた。特に、1984 年の「NCRA 法（国家共
同研究法）」、1993 年の「NCRPA 法（国家共同研究及び生産法）」の成立
により、競争者間の共同研究開発等における反トラスト法の運用が緩和さ

れたため、米国におけるフォーラム標準化活動は一層活発なものとなった。 

しかし、1995 年に発効した WTO/TBT 協定により、国際標準化機関が
策定した国際標準（デジュール標準）を、各国の国内標準の基礎として用

いることが義務付けられたため、米国は、デジュール標準の強化に乗り出

した。更に 2001 年には、巨大な市場を有する中国が WTO に加盟し、米
国のデジュール標準重視の方向に拍車をかけた。その結果、米国は、ISO
における TC/SC の幹事国引受数を急速に延ばしており、1990 年代の前半
までは、ドイツ、フランス、イギリスに次ぐ４位であった幹事国引受数が、

近年ではドイツと１位を争う程に増加している。 

米国における標準戦略として、2000年には、ANSI（米国規格協会）が、
国内の標準化関係者の議論を集約して策定した「NSS（米国国家標準戦
略）」が公表され、更に 2005年には NSSの改訂版である「USSS（米国標
準戦略）」が策定、公表された。

USSS では、①NTTAA 法（国家
技術移転促進法）に基づく任意規

格の利用の促進、②標準とその適

用が米国の貿易の障害となること

の防止、③米国型の標準の啓蒙と

アウトリーチ等を戦略目標として

掲げている。また、2004年、アメ
リカ競争力評議会（The Council 
on Competitiveness）により報告
された「イノベートアメリカ」で

は、世界的インフラの拡大を加速

するため、オープンスタンダード

は２１世紀において更に重要にな

ると言及されている。 

USSS（米国標準戦略） 

 2000 年に策定された NSS(米国国家標準戦

略)の改訂版として 2005 年に ANSI を中心にと

りまとめられた米国の標準戦略。NSS に比べ、

より国際的な観点を重視。12 の戦略目標を掲げ、

各戦略目標を実現するための戦術項目が具体的

行動として示されている。 

 具体的には、標準策定の原則として透明性、開

放性、公平性等を強調するとともに、標準とその

適用が米国の貿易の障害となることの防止、米国

型標準（任意かつコンセンサスに基づく、分散型、

市場牽引型の分野別標準）の啓蒙とアウトリー

チ、 NTTAA 法（国家技術移転促進法）に基づ

く任意規格の利用促進、環境、健康、安全等への

配慮や消費者ニーズの反映等の内容が盛り込ま

れている。 
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（３）中国 

中国では、「三流の企業は製品を作り、二流の企業は技術を開発し、一流

の企業は標準を作る」と言われるように、標準の重要性が認識されており、

近年、国際標準案の提案を積極的に行うなど、国際標準化活動への戦略的

な取組が行われている。 

２００６年から２０２０年の科学技術政策を定めた「国家中期科学技術

発展規画綱要」（２００６年２月）においても、技術標準戦略の実施が国家

科学技術計画の重要な目標と位置づけられており、①重要技術標準の制定

における政府、業界団体の強調の強化、②任意標準と強制法規の体系的整

備、③標準の策定と研究開発、設計・製造等の一体的推進、④国際標準化

活動に積極的参加と中国の標準の国際標準化の推進などの目標が掲げられ

ている。 
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３．我が国の国際標準化活動の現状 

（１）デジュール標準に関する国際標準化活動の現状 

ⅰ） ＩＳＯ、ＩＥＣに関する国際標準化体制 

ISO及び IECは非政府間組織であるが、一カ国一機関の参加とされてお
り、日本からは工業標準化法に基づく審議会である JISC（日本工業標準
調査会）が参加機関となっている。ISO の所掌範囲は多岐にわたるため、

JISC の事務局である経済産業省が主管庁となり、関係省庁と連携をとり
つつ対応している。 

日本からの国際標準案は、ISO、IECの TC（専門委員会）毎に定められ
た工業会や学会等の国内審議団体によって策定され、JISCを経由して ISO、
IECに提案される。ISO、IECにおける TC、SC（分科委員会）、WG（作
業グループ）等の実際の会合には、企業や大学、産業技術総合研究所（AIST）
等の研究機関、工業会等が、JISC の名前で参加している。経済産業省の
基準認証ユニットは、JISC の事務局を担当するとともに、日本規格協会
を通じ、民間の国際標準化活動を支援している。日本規格協会は、経済産

業省所管の公益法人であり、自ら国内審議団体として国際標準案の作成を

行うこともある。 

図 1： ISO、IEC に関する我が国の国際標準化体制 

 

経済産業省 

基準認証ユニット

ISO/IEC国内審議団体 

工業会・学会等（約３００） 

TC/SC/WGには国内
審議団体、関係企業等
がJISCの名称で参加 

ISO TC（専門委員会）

SC（分科委員会）

WG（作業ｸﾞﾙｰﾌﾟ）

日本規格協会 

事務局 

支援 

日本工業標準調査会 

（JISC） 

関係企業、大学、研究機関（ＡＩＳＴ等） 

IEC TC（専門委員会） 

SC（分科委員会） 

WG（作業ｸﾞﾙｰﾌﾟ） 

支援

参加

標準案
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ⅱ） ITU に関する国際標準化体制 

ITUは、国連の専門機関の一つであり、我が国における主管庁は総務省
である。ITUでは、加盟国政府に加え、各国の企業や団体が部門構成員（セ
クターメンバー）又は準部門構成員（アソシエート）として直接参加でき、

国際標準案（寄書）の提出も可能である点に特徴がある。我が国からは、

2006年 10月現在、電気通信事業者、放送事業者やメーカ等、部門構成員
として 46 機関（ITU-R：31 機関、ITU-T：29 機関）、準部門構成員とし
て 11機関（ITU-R：3機関、ITU-T：8機関）が参加している。 

ITU-R 及び ITU-T における SG（研究委員会）、WP（作業部会）、WG
（作業グループ）等の会合に対する我が国の対処方針等は、総務省に設け

られた情報通信審議会情報通信技術分科会の下部組織である ITU-R 部会、
ITU-T部会において調査審議される。これらの審議には、関係企業や大学、
情報通信研究機構（NICT）等の研究機関の他、TTC（情報通信技術委員
会）や ARIB（電波産業会）、JCTEA（日本 CATV 技術協会）といった民
間標準化機関も参加している。 

図２： ITU に関する我が国の国際標準化体制 
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ⅲ） 我が国の活動状況 

① 議長・幹事等の引受 

国際標準化機関における国際標準の策定において、議長・幹事等が果た

す役割は大きい。幹事国の引受数は、その国の国際標準化活動への貢献を

示す指標としても重要である。 

ISO、IEC の TC 及び SC における幹事国の引受数は、着実に増加して
いるものの、2006年現在でも、総ポスト数 902の約 6.7%に過ぎず、GDP
世界第２位（約 11%）である我が国の経済規模や技術力に見合った十分な
ものとは言えない。TC、SC の議長、WG の主査についても同様であり、
一層の取組強化が必要と考えられる。 

一方、ITU-R、ITU-T では、SG 及び WP における議長、副議長の総ポ
スト数 210 に対し、我が国は 13%近い 27 名の議長・副議長職を占めてい
る。しかし、WGのラポータでは、我が国は約 6.3%（572ポスト中 36名）
を占めるに過ぎず、若手の育成に課題を残している。 

表１： 国際標準化機関における我が国の役職者数 

  ISO IEC JTC1   ITU-R ITU-T

議長 7/192 4/90  議長 0/6 2/13 TC 

幹事 11/192 7/90  

SG

副議長 4/33 7/62 

議長 28/524 3/79 4/17 議長 3/32 7/35 SC 

幹事 32/524 6/79 4/17

WP

副議長 4/22 0/7 

WG 主査 115/2145 47/495 12/52 WG ラポータ等 10/366 26/206

 

図３： ISO における各国の幹事国引受数の推移の推移 
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図４： IEC における各国の幹事国引受数の推移 
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② 我が国からの国際標準案の提案 

国際標準化活動の活発さを図る別の指標として、国際標準案の提案数が

ある。ISO、IECでは、新たな国際標準の策定は、NP(新業務項目提案)と
して行われる。IECにおける NP提案の割合は、2001年、2003年で 20%
を越えるなど高い数値を示しているが、ISOでは 6～8%台に留まっている。
ITUにおける国際標準（勧告）案の提案である寄書数も、5～9%台に留ま
っており、改善の余地を残している。 

表 2： ISO/IEC における NP提案数の推移 

ISO  IEC  
総数 日本 割合(%) 総数 日本 割合(%) 

2001年 636 54 8.5 60 12 20.0 
2002年 587 40 6.8 101 12 11.9 
2003年 633 39 6.2 126 32 25.4 

表 3： ITU-R/ITU-T における寄書提出の推移 

ITU-R ITU-T  
総数 日本 割合(%) 総数 日本 割合(%) 

2004年 2298 150 6.5 － 83 － 
2005年 2788 142 5.1 1758 166 9.4 
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（２）フォーラム標準に関する国際標準化活動の現状 

フォーラム標準化の活動は、民間企業による任意的活動であることや、

フォーラムの数が多い上に、そのライフサイクルが比較的短いことなどか

ら、我が国におけるフォーラム活動の実態を網羅的に調査したデータは存

在しないが、情報通信関係のフォーラム活動については、TTC（情報通信
技術委員会）が、「情報通信関係のフォーラム活動に関する調査報告書」と

して毎年調査とりまとめを行っている。 

TTC の調査によれば、2005 年時点で、米国を本部所在地とする情報通
信関係のフォーラムは 63であるのに対し、日本は 19、欧州は 11であり、
フォーラム活動における米国の圧倒的な優位性を見ることが出来る。 

DVDフォーラムなど、一部の家電系フォーラムでは、日本企業が主導的
な立場にあるものの、インターネットの通信プロトコル等に関する代表的

なフォーラムである IETF では、3000 を越える RFC(IETF が定める技術
標準)の内、約 2%が日本からの貢献と推定されるとする調査結果も報告さ
れており（2006年 1月総務省調べ）、我が国におけるフォーラム標準化活
動の水準は、まだまだ高いとは言えない状況にある。 

表４： 情報通信関係フォーラム数の本部所在地別推移 

発効年数 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 
米国 23 33 40 46 48 55 60 62 62 67 63 
欧州 15 15 12 11 11 12 16 14 14 9 11 
日本 3 10 17 20 24 27 23 23 23 23 19 

 

 

（３）これまでに策定された戦略・アクションプラン 

JISC は、通商産業大臣の諮問に基づき、1997 年 11 月に「今後の我が
国の国際標準化政策の在り方」を答申するとともに、2001年 8月には、「標
準化戦略（総論編）」及び 27の分野別標準化戦略をとりまとめた。これら
の戦略を踏まえ、2004 年 6 月には、総論編及び分野別アクションプラン
からなる「国際標準化活動基盤強化アクションプラン」が策定され、分野

別アクションプランについては毎年改定がなされている。 

情報通信審議会は、総務省の諮問を受け、2003年 3月、「情報通信分野
における技術競争力の強化に向けた研究開発・標準化戦略について」を答

（出典）TTC による調査結果を元に作成 
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申した。この答申の第２章は、情報通信分野における標準化戦略となって

いる。さらに、2005 年 7 月に答申された「ユビキタスネット社会に向け
た研究開発の在り方について～UNS戦略プログラム～」でも、標準化の推
進が盛り込まれている。 

 
（４）諸外国との連携 

アジア・太平洋地域における国際標準化に関する協力としては、既に

PASCや ASTAPなどの枠組みが存在し、様々な活動が行われている。 

例えば、PASC（太平洋地域標準会議：23 カ国）では、主として ISO、
IECにおける国際標準化活動を対象に、太平洋地域諸国間の情報交換や国
際標準化活動の支援、太平洋地域諸国のニーズの反映のための国際標準化

機関との連携等の活動が行われている。ASTAP（アジア・太平洋電気通信
標準化機関）は、APT（アジア・太平洋電気通信共同体：33 カ国及び 4
地域）の下に設置され、主として ITUの会合に向けた標準化に関する地域
見解や共同提案の作成等の活動を行っている。この他にも、北東アジア標

準協力会議(ISO、IEC関連)や CJK Standards Meeting（ITU関連）等を
通じた日中韓の情報交換と連携が行われるなど、アジア・太平洋地域の協

力強化が図られてきている。 

しかし、日本や米国等の一部の国を除き、アジア・太平洋諸国の大半は、

国際標準化活動の経験が乏しく、その技術レベルの格差も大きい。例えば

ISOにおける幹事国引受数を比べてみた場合、EU25カ国が約 370である
のに対し、ASEAN10 カ国は 4 であり、その差は歴然としている。技術協
力等によるアジア・太平洋地域の水準引き上げと、一層の連携強化が必要

である。 


